








































































































































































































































































　 実 際、 東 京 に お け る 超 高 層 建 築物14は、 バ ブ ル 経 済












































































































































































































































































































































































































































































































































































































34 たとえば近年の都市研究のなかでも、B. Latour らの提起する Actor 
Network Theory を都市研究に応用することを試みる Assemblage 学派に
おいては、都市（あるいは社会）を、ヒト・モノ・知識の織り成す集合
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